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Ⅰ 令和２年第３回県議会定例会提出議案等一覧 

 
（予   算） 
１ 令和２年度茨城県一般会計補正予算（第６号） 

２ 令和２年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計補正予算（第１号） 

３ 令和２年度茨城県国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

４ 令和２年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第１号） 

５ 令和２年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

６ 令和２年度茨城県病院事業会計補正予算（第１号） 

７ 令和２年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

（条例その他） 

１ 茨城県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

２ 茨城県県税条例の一部を改正する条例 

３ 茨城県立医療大学授業料等徴収条例の一部を改正する条例 

４ 海区漁業調整委員会の委員の定数を定める条例 

５ 茨城県新型コロナウイルス感染症の発生の予防又はまん延の防止と社会経済活動との両立を図るた

めの措置を定める条例 

６ 県有財産の取得について 

７ 県有財産の売却処分について（伊奈・谷和原丘陵部地区戸建住宅等用地） 

８ 県有財産の売却処分について（萱丸地区教育施設用地） 

９ 県有財産の売却処分について（萱丸地区公共用地） 

10 県が行う建設事業に対する市の負担額について 

11 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について 

12 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について 

13 工事請負契約の変更について（（仮称）上曽トンネル本体工事（石岡工区）） 

14 工事請負契約の変更について（（仮称）上曽トンネル本体工事（桜川工区）） 

15 あっせんの申立てについて 

16 損害賠償の額の決定について 

17 令和元年度茨城県公営企業会計に係る利益の処分について 

 

（認   定） 

１ 令和元年度茨城県公営企業会計決算の認定について 
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（注意）単位未満の四捨五入により，合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

 

Ⅱ 令和２年度９月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

新型コロナウイルス感染症への対応として，感染拡大防止と経済活動の両立を図るために必要な

事業や，周産期医療体制の整備や防災・減災対策の推進などの県政の課題等へ対応するために必要

な事業について計上するもの。 

 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３２２，１４３ １９，５５２ １，３４１，６９５ 

特別会計 ５６５，５２７ ３７ ５６５，５６４ 

企業会計 １１０，１３７ ９２０ １１１，０５７ 

合 計 １，９９７，８０７ ２０，５０９ ２，０１８，３１６ 

 

＜参考１＞ 一般財源基金の予算計上額等 （単位：百万円） 

繰 入 金 △４，１０９ 

残  高 ※ ５９，３６５ 

※ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等の配分見込み等を含む。 

 

＜参考２＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模          （単位：百万円） 

区 分 
R1-3月 

a 

R2現計 

b 

今回補正予算 

C 

合計 

a＋b＋c 

一般会計 ８２６ １５９，２２５ 
１５，５０４] 

[１７，８８６] 
１７５，５５５ 

特別会計 － － ２  ２  

企業会計 － － ６７  ６７  

合 計 ８２６ １５９，２２５ 
１５，５７３] 

[１７，９５５] 
１７５，６２４ 

※ [ ]は減額補正（休業要請協力金△2,382百万円）除きの額。 
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（単位：百万円） 

 
 

３ 主な事業 

（１）新型コロナウイルス感染症対策      【全会計１７，９５５】１７，８８６ 

① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備等  【全会計１２，２２６】１２，１５９ 

新 いばらきアマビエちゃん登録促進事業                １，０４７ 

（登録事業者に対する協力金の支給及び利用登録者に対するプレゼントキャンペーンの実施） 

新 介護・障害福祉施設等感染拡大防止事業               ５，７０３ 

（介護サービス施設等における清掃・消毒等の感染拡大防止対策に対する補助等） 

新 保育施設等における感染拡大防止支援関連事業              ９７４ 

（保育施設や放課後児童クラブ等における清掃・消毒等の感染拡大防止対策に対する補助等） 

・ 感染症予防医療法施行事業                     ３，１２７ 

（医療機関の設備整備に対する補助及び地域外来・検査センターの運営の委託等） 

・ 社会福祉施設等の個室化改修支援関連事業                ６０２ 

（高齢者福祉施設等における換気設備の整備や多床室の個室化等に対する補助） 

新 新型コロナウイルス感染予防対策強化研修事業                ５ 

（医師・看護師に対する院内感染防止対策のための研修の実施） 

・ 県庁情報基盤強化関連事業                       ７００ 

（テレワーク環境の拡充・機能強化） 

・ 建設改良費【病院事業会計】                       ６７ 

（新型コロナウイルス感染症患者受け入れのための医療機器の整備） 

 

② 県民生活等への支援                         ２４２ 

新 学校サポーター配置事業                        ２２１ 

（学級担任業務を補助する学校サポーターの配置） 

・ 生活困窮者自立支援事業                         ２１ 

（離職者等への住居確保給付金の拡充） 
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（単位：百万円） 

 
 

③ 県内産業等への支援             【全会計５，４８６】５，４８４ 

新 砂沼サンビーチ跡地利活用調査事業                    １０ 

（砂沼サンビーチ跡地の利活用計画の策定） 

・ 水郷筑波サイクリング環境整備事業                     ５ 

（サイクリストにやさしい宿のポータルサイトの制作） 

新 就労継続支援事業所生産活動支援事業                   ９４ 

（就労継続支援事業所における生産活動の継続に要する経費に対する補助） 

新 いばらきグローバルビジネス推進事業                   １６ 

（海外ＥＣサイトを活用した販路開拓及びＷｅｂ会議システムを活用したオンライン商談に対する支援等） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業             ５，１６７ 

（新型コロナウイルス感染症対策融資を利用する中小企業等の負担軽減のための利子補給） 

新 外食産業衛生管理改善事業                        ２０ 

（飲食店における衛生管理設備の導入等に対する補助） 

新 県産水産物学校給食提供緊急対策事業                  １１０ 

（学校給食における県産水産物の提供に対する補助） 

新 ダム・砂防インフラツーリズム推進事業                  １１ 

（ダム及び砂防施設を活用したインフラツーリズムの推進） 

・ 指定管理施設におけるキャンセル対応関連事業               ５２ 

（県有施設におけるイベント等自粛に伴うキャンセル料返還に要する経費） 

新 カシマスタジアムパブリックビューイング誘客推進事業【鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計】  ２ 

（アウェー戦開催日の本拠地パブリックビューイングの開催） 

 

（２）県政の課題等への対応            【全会計５，００９】４，１２１ 

新 地域周産期母子医療センター施設・設備整備事業              ４５ 

（日立総合病院における地域周産期母子医療センター再開に向けた施設・設備整備に対する補助） 

・ 農場防疫対策支援事業                          ６３ 

（豚熱対策のための防鳥ネット設置及び車両消毒施設整備に対する補助） 
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（単位：百万円） 

 
 

・ 警察署等建設整備事業                          ５８ 

（太田警察署の実施設計等） 

・ 特定交通安全施設整備事業                       １３５ 

（国内示増に伴う道路標識等交通安全施設の整備） 

・ 警察情報化推進事業                            ８ 

（道路交通法の一部改正等に伴う総合運転者管理システムの改修） 

・ 自動車運転免許事業                           １０ 

（警察署における運転免許証の更新手続き等に関するキャッシュレス決済の導入） 

・ 国補公共事業                 【全会計４，６５６】３，８０３ 

（国内示増に伴う河川の護岸整備や掘削等及び流域下水道の処理設備の整備） 

・ 保健事業【国民健康保険事業特別会計】                  ３５ 

（減塩推進の取組や糖尿病重症化予防等のためのアドバイザー派遣等） 

 

（３）その他（減額補正分）                     △２，４５５ 

・ 政務活動費等の減額                          △７３ 

（特例条例に基づく政務活動費の減額及び議会活動の見直しによる旅費等の縮減） 

・ 新型コロナウイルス感染症対策休業要請協力金の減額        △２，３８２ 

（休業要請協力金の実績見込みによる減額） 

 

４ 繰越明許費 
（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３７，９８３  

特別会計 ３，２２１  
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新型コロナウイルス感染防止対策と社会経済活動の両立を図るため，いばらきアマビエ
ちゃんを登録した事業者に対し助成するとともに，利用者に対しプレゼントキャンペーン
を実施します。

いばらきアマビエちゃん登録促進事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 1,047百万円】 産業戦略部中小企業課企画Ｇ（029-301-3482）

医療従事者等向け事業者向け

◆感染防止対策に要する経費の一部を助成
・助成額：3万円（定額）／1事業者

（複数店舗所有の場合は6万円を助成）
・対 象：条例*の登録義務対象事業者（約2.5万事業者）

（901百万円）

利用者向け （146百万円）

◆プレゼントキャンペーンの実施（毎月抽選で5,000円相当の県産品プレゼント）
・抽選要件：①登録店舗で利用者登録した方

②登録店舗の感染防止対策を評価した方
・当選者数：1か月当たり3,500人（①3,000人，②500人）

6ヶ月間実施（合計21,000人）

*茨城県新型コロナウイルス感染症の発生の予防又はまん延の防止と社会経済
活動との両立を図るための措置を定める条例

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつサービスを継続的に提供する介護・障害
福祉施設等への支援を行います。

介護・障害福祉施設等感染拡大防止事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 5,703百万円】
保健福祉部長寿福祉推進課

介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）
同 障害福祉課自立支援Ｇ（029-301-3363）

感染症対策支援等 5,624百万円
・感染症対策を継続的に行いつつ，必要なサービス提供するための掛かり増し経費を補助
補 助 先：介護・障害福祉施設等
補助対象：①衛生用品等の購入費用，感染防止のための面会室改修費，増員で発生する追加的

人件費等
②在宅サービスの利用再開に向けた働きかけや環境整備等

補 助 率：10/10
補助基準額：①施設種別ごとに設定（デイサービス1事業所あたり892千円 等）

②1事業所あたり20万円 等

サービス継続支援 79百万円

・感染者，濃厚接触者が発生した施設等がサービスを継続するための掛かり増し経費等を支援
補 助 先：①感染者・濃厚接触者が発生した施設等

②居宅訪問し代替サービスを提供した通所系サービス事業者
補助対象：①消毒・清掃費用，割増賃金・手当，宿泊費等 ②衛生用品の購入費用等
補 助 率：10/10
補助基準額：施設種別ごとに設定（デイサービス1事業所あたり462千円 等）
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県内の放課後児童クラブ，保育所及び幼稚園等に対し，新型コロナウイルス感染症拡大
防止用の備品購入等を補助します。

保育施設等における感染拡大防止支援関連事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 P

【Ｒ2.9月補正予算額 974百万円】

保健福祉部子ども政策局少子化対策課
母子保健Ｇ（029-301-3257），企画・結婚支援Ｇ（029-301-3261）

保健福祉部子ども政策局子ども未来課
企画・幼稚園Ｇ（029-301-3252），保育Ｇ（029-301-3243）

放課後児童クラブ等感染拡大防止支援事業（新規） 451百万円

保育対策総合支援事業（拡充） 427百万円

保育所，幼保連携型認定こども園，地域型保育事業，認可外保育施設における感染拡大防止対策の
補助を行う市町村に対する補助

認定こども園等教育支援体制整備事業（拡充） 96百万円

幼稚園・幼稚園型認定こども園における感染拡大防止対策に要する補助

放課後児童クラブや児童厚生施設等における感染拡大防止対策の補助を行う市町村に対する補助

【共通】
・補助対象：①マスクや消毒液等の備品の購入に対する支援

②感染拡大防止に伴う時間外勤務等の掛かり増し経費
・補助基準額：１施設当たり①及び②の合計：50万円

感染症予防医療法施行事業

令和２年度9月補正予算案

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため，検査体制を強化するとともに，
医療機関の設備整備に対する補助などの取組を行います。

【Ｒ2.9月補正予算額 3,127百万円】

○地域外来・検査センターの運営委託
・委託期間の延長（Ｒ2年10月～Ｒ3年3月分）

○ＰＣＲ検査にかかる自己負担分の補助
・想定件数の見直し，委託期間の延長
（Ｒ2年10月～Ｒ3年3月分）

検査体制の拡充（829百万円）

○検査協力医療機関等への設備整備補助
・補 助 先 ：①入院協力医療機関 ②検査協力医療機関
・補助対象：①人工呼吸器，簡易陰圧装置，個人防護具等

②空気清浄機，パーテーション，簡易ベッド等
○医療用資機材（サージカルマスク，防護服等）の確保
○電話相談窓口の外部委託（委託期間の延長：Ｒ2年10月～Ｒ3年3月分）

医療提供体制の整備（2,298百万円）

保健福祉部疾病対策課

健康危機管理対策室（029-301-3233），企画G（029-301-5134）
同 医療局薬務課企画調整Ｇ（029-301-3384）
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社会福祉施設等において，新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，多床室の個
室化に要する改修，換気設備・簡易陰圧装置の設置に必要な費用を補助します。

社会福祉施設等の個室化改修支援関連事業

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 602百万円】
保健福祉部福祉指導課保護Ｇ（029-301-3163）

同 長寿福祉推進課介護基盤Ｇ（029-301-3321）

個室化改修

・保護施設等において，感染が疑われる者同士のスペースを空間的に分離するため，多床室の個室化
改修に必要な費用を補助
【補助対象】救護施設(総事業費100万円以上)，無料低額宿泊所(総事業費30万円～1,000万円)
【補助率】国1/2，県1/4，事業者1/4

（51百万円）

換気設備・簡易陰圧装置の設置

・介護施設等において，感染拡大防止を図るため，換気設備や簡易陰圧装置等
の設置に必要な費用を補助
【補助対象】入所系介護施設等
【補 助 率】10/10
【補助基準額】換気設備：4,000円／㎡×施設延床面積

簡易陰圧装置： 432万円／台×県が認めた台数

（551百万円）

感染症対策を徹底しながら，円滑に授業カリキュラムを進めるため，小中学校等に
学校サポーターを配置します。

学校サポーター配置事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 221百万円】 教育庁学校教育部義務教育課人事Ｇ（029-301-5220）

・ハローワーク
・地域人材等の活用
・文部科学省人材バンク
→市町村教育委員会・
学校で候補者を選定

市町村教育委員会・各学校
で面接等を実施

市町村教育委員会からの内
申に基づいて，管轄教育事
務所で発令
→各学校に配置

学校サポーター

・業務内容：児童生徒の健康管理・授業準備・保護者等への連絡業務や校内の
消毒作業など

・配 置 校：市町村立小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校

・配置人数：各学校1名（ただし，大規模校にあっては2名）

・勤務条件：週15時間以内勤務（3時間×5日を想定）
時給：1,000円（通勤手当相当分は別途支給）
教員免許状は不要

・配置期間：採用時からＲ3年3月

【採用までの流れ】
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海外ＥＣ（電子商取引）サイトやオンライン商談等を活用し，付加価値の高い県産品の
海外販路開拓を支援します。

いばらきグローバルビジネス推進事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 16百万円】 営業戦略部グローバルビジネス支援チーム海外展開Ｇ（029-301-3529）

○海外ＥＣサイトを活用した販路開拓支援（10百万円）
ＥＣ市場が発達しており，国民一人当たりＧＤＰが世界上位であるシンガポール及び

米国のＥＣサイトと連携し，県産品の販売を促進
◇対象国・対象品目（公募により，各10商品程度を選定）
①シンガポール ： 食 品（酒類，加工食品，青果物等）
②米 国 ： 工業製品（日用品，工芸品，雑貨，化粧品等）

◇主なスケジュール
10月：事業者選定，支援商品の公募
11月：支援商品の選定，サイト掲載内容調整
12～3月：海外ＥＣサイトにおける販売・商品プロモーション

○Ｗｅｂ会議システムを活用したオンライン商談支援，Ｗｅｂセミナー開催（6百万円）
新たなビジネスモデルとして浸透が進むオンライン商談やＷｅｂセミナー開催等の

非対面型の支援により，県内企業の新たな販路開拓の機会を創出
◇オンライン商談支援：現地バイヤー，国内商社等とのオンライン商談支援
◇Ｗｅｂセミナー開催：輸出の基礎知識，海外ＥＣサイトの活用，外国人材の受入れ等

県産水産物の消費拡大と漁業者，養殖業者，水産加工業者の経営安定を図るため，県産水
産物を学校給食へ提供する取組を支援します。

県産水産物学校給食提供緊急対策事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 110百万円】 農林水産部漁政課企画調整Ｇ（029-301-4070）

〇学校給食における県産水産物の提供に対する補助

・事業実施主体：水産関係団体（漁協，加工協，養殖団体等）
・補 助 対 象：学校給食において食育食材として県産水産物を提供するための経費
・対 象 魚 種：ひらめ，いわし類（しらす含む），さば類，養殖こいなど

※加工品等を含む
・補 助 率 等：10/10（上限：1人1回当たり1,000円/100g等（魚種の市場価格に応じ設定））

ひらめ 養殖こい
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日立総合病院における令和3年4月からの地域周産期母子医療センター再開に向けた
ＮＩＣＵ3床の施設・設備整備を支援します。

地域周産期母子医療センター施設・設備整備事業（新規）

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 45百万円】 保健福祉部医療局医療政策課医療整備Ｇ（029-301-3186）

区分 施設整備 設備整備

補助対象
（補助基準額）

施設整備に要する工事費
（52百万円）

医療機器等（生体情報モニター，
保育器，人工呼吸器等）の購入費
（41百万円）

補 助 率 1/3 2/3

補 助 額 17百万円 28百万円

○地域周産期母子医療センター再開に向けたＮＩＣＵ3床の施設・設備整備に対する補助

工期：Ｒ2年10月～Ｒ3年3月

※ＮＩＣＵ:新生児特定集中治療室

１ 事業目的
太田警察署の移転建て替えによる建物の老朽化，敷地の狭隘状況の解消

２ 太田警察署の施設現況
・竣工年月日 Ｓ38年2月28日
・建物の構造 鉄筋コンクリート造 2階

３ 移転後の太田警察署（予定）
・移 転 先 常陸太田市馬場町地内
・建物の構造 鉄筋コンクリート造 3階
・延床面積 約2,200㎡
・敷地面積 約8,000㎡

４ スケジュール

老朽化した太田警察署について、県民の利便性の向上及び警察活動の拠点としての機能
向上を図るため、移転建て替えに向けた実施設計を行います。

警察署等建設整備事業

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 58百万円】 警察本部（029-301-0110）装備施設課（内線2261）

Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

基本設計
地質調査

実施設計 建設工事
供用開始
（予定）

移転予定地

建物正面（現況）

移転予定地

市役所

警察署現在地

移転後のイメージ
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未就学児の交通安全対策として，標識や横断歩道などの交通安全施設を整備します。

特定交通安全施設整備事業

令和２年度 ９月補正予算案 PP

【Ｒ2.9月補正予算額 135百万円】 警察本部（029-301-0110）交通規制課（内線5161）

○ 対策の概要

・ 未就学児が日常的に集団で移動する経路における交通安全対策
・ 幼稚園等の対象施設から概ね1kmの範囲内において実施する未就学児の交通安全対策

○ 対策の内容

・ 劣化した標識の高輝度化，摩耗した横断歩道・実線の整備
→ 運転者の交通規則遵守、未就学児の安全な歩行の確保

路側式標識 720本 横断歩道 41km 実線 60km

公共事業
（１）一般会計

○国補河川改修事業
緊急的に対応が必要な護岸整備や河道掘削等
・事業箇所：中丸川（ひたちなか市），桜川（つくば市），

涸沼川（笠間市）など21箇所

（２）流域下水道事業会計
緊急的に対応が必要な下水処理場の電気・機械設備
や管渠等の老朽化対策
・事業箇所：霞ケ浦湖北流域下水道など3箇所

4,656百万円
3,803百万円
3,745百万円

853百万円

社会資本の整備

令和２年度 ９月補正予算案 PP

土木部監理課予算Ｇ（029-301-4329）

河道掘削
護岸整備

河道掘削

霞ケ浦湖北流域下水道

中丸川（ひたちなか市） 桜川（つくば市） 涸沼川（笠間市）
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，７０１  －  ３８６，７０１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，４６５  －  １２４，４６５  

地 方 譲 与 税 ５１，５６６  －  ５１，５６６  

地 方 特 例 交 付 金 １，９３８  －  １，９３８  

地 方 交 付 税 １８９，８０２  －  １８９，８０２  

交通安全対策特別交付金 ７５４  －  ７５４  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，７０４  ３５  ８，７３９  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，８０２  １０  １７，８１２  

国 庫 支 出 金 １９７，４９０  １５，８８８  ２１３，３７８  

財 産 収 入 １，６９０  －  １，６９０  

寄 附 金 ６７  －  ６７  

繰 入 金 ４０，４８０  △３，５５８  ３６，９２２  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １７５，５５８  ５，１６７  １８０，７２５  

県 債 １２０，１２６  ２，０１０  １２２，１３６  

計 １，３２２，１４３  １９，５５２  １，３４１，６９５  
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７１５  △７３  １，６４２  

総 務 費 ３６，６４３  －  ３６，６４３  

企 画 開 発 費 １７，５９８  △１，６２７  １５，９７１  

生 活 環 境 費 ９，９６４  １１  ９，９７５  

保 健 福 祉 費 ２７１，７５０  １０，４７７  ２８２，２２７  

労 働 費 ２，６１９  －  ２，６１９  

農 林 水 産 業 費 ５０，２１０  １９２  ５０，４０２  

商 工 費 １７８，９９２  ６，２３０  １８５，２２２  

土 木 費 １１６，５８７  ３，８１４  １２０，４０１  

警 察 費 ６３，９４８  ２１１  ６４，１５９  

教 育 費 ２７５，８５２  ３１７  ２７６，１６９  

災 害 復 旧 費 ８１３  －  ８１３  

公 債 費 １４７，２３８  －  １４７，２３８  

諸 支 出 金 １４６，２１４  －  １４６，２１４  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３２２，１４３  １９，５５２  １，３４１，６９５  
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７ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １２，７１７  －  １２，７１７  

公 債 管 理 １８１，３２１  －  １８１，３２１  

市 町 村 振 興 資 金 ９８１  －  ９８１  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，２１０  ２  ４，２１２  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，０９７  －  ３，０９７  

国 民 健 康 保 険 ２４４，５１４  ３５  ２４４，５４９  

母子・父子・寡婦福祉資金 １７１  －  １７１  

中 小 企 業 事 業 資 金 ３２，６３０  －  ３２，６３０  

農 業 改 良 資 金 ６３  －  ６３  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９２  －  ９２  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７１  －  ７１  

港 湾 事 業 １１，６１９  －  １１，６１９  

都市計画事業土地区画整理事業  ７４，０４１  －  ７４，０４１  

計 ５６５，５２７  ３７  ５６５，５６４  

 

８ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，４５２  ６７  ２９，５１９  

水 道 事 業 ３１，１７０  －  ３１，１７０  

工 業 用 水 道 事 業 ２１，１２０  －  ２１，１２０  

地 域 振 興 事 業 ３０５  －  ３０５  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，０３９  －  ５，０３９  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，０５１  ８５３  ２３，９０４  

計 １１０，１３７  ９２０  １１１，０５７  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 

 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

地 方 債 証 券 

共同発行連帯債務 

他の地方公共団体と共同して証券を発行

する地方債について，当該団体と連帯して償

還及び利子の支払をなす義務を負う。 

自 令和 2年度 

至 令和12年度 

共同発行団体による共同

発行の総額から茨城県の

調達額を除いた額及びこ

れに対する利子相当額 

新型コロナウイルス 

感 染 症 対 応 資 金 

利 子 補 給 

茨城県新型コロナウイルス感染症対応資

金利子補給金交付要項に基づき，金融機関が

中小企業者に対し，令和2年度において資金

を貸し付けたときは，県は当該中小企業者に

対し利子補給する。 

自 令和3年度 

至 令和6年度 
21,760,000千円 

地 方 道 路 整 備 

工 事 請 負 契 約 

一般国道125号，古河市三杉町地内外4箇

所の地方道路整備に係る工事請負契約を締結

する。 

令和3年度 400,000千円 

交 通 安 全 施 設 

工 事 請 負 契 約 

一般国道123号，城里町那珂西地内外3箇

所の交通安全施設に係る工事請負契約を締結

する。 

令和3年度 170,000千円            

県単道路緊急修繕 

工 事 請 負 契 約 

主要地方道水戸神栖線，茨城町海老沢地内

外48箇所の舗装修繕に係る工事請負契約を締

結する。 

令和3年度 890,000千円 

県単道路植栽管理 

工 事 請 負 契 約 

  道路の植栽管理に係る工事請負契約を締結

する。 
令和3年度 262,000千円 

県 単 道 路 維 持 

工 事 請 負 契 約 

  道路の路面清掃に係る工事請負契約を締結

する。 
令和3年度 70,000千円 

県 単 排 水 整 備 

工 事 請 負 契 約 

  一般県道鹿田玉造線,行方市芹沢地内外1箇

所の排水整備に係る工事請負契約を締結す

る。 

令和3年度 45,000千円 

県単交通安全施設 

工 事 請 負 契 約 

  道路の交通安全施設に係る工事請負契約を

締結する。 
令和3年度 116,000千円 

国 補 河 川 改 修 

工 事 請 負 契 約 

 一級河川涸沼川，笠間市南吉原地先の河川

改修に係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 50,000千円 

海 岸 保 全 施 設 整 備 

工 事 請 負 契 約 

 旭海岸，鉾田市上釜地先外1箇所の養浜に係

る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 90,000千円 

県 単 急 傾 斜 地 

崩 壊 対 策 事 業 

工 事 請 負 契 約 

西の前-2地区，石岡市高浜地先の急傾斜地

崩壊対策に係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 30,000千円 
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県単水辺空間づくり 

河 川 整 備 事 業 

工 事 請 負 契 約 

一級河川前川，潮来市潮来地先の河川堤防

護岸の修景に係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 5,000千円 

港 湾 建 設 

工 事 請 負 契 約 

鹿島港の浚渫に係る工事請負契約を締結

する。 
令和3年度 150,000千円 

県単港湾維持改良 

工 事 請 負 契 約 

鹿島港の浚渫に係る工事請負契約を締結

する。 
令和3年度 30,000千円 

県 単 公 園 事 業 

工 事 請 負 契 約 

偕楽園の好文亭の設備改修に係る工事請

負契約を締結する。 
令和3年度 20,000千円 

県営住宅長寿命化 

工 事 請 負 契 約 

長山アパート外2箇所の県営住宅の長寿命

化に係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 194,500千円 

 

 

［特別会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

茨城港常陸那珂港区 

機 能 施 設 整 備 

工 事 請 負 契 約 

 茨城港常陸那珂港区のふ頭用地整備に係る

工事請負契約を締結する。 
令和3年度 700,000千円 

茨城港常陸那珂港区 

臨海部土地造成事業 

工 事 請 負 契 約 

 茨城港常陸那珂港区の港湾関連用地整備に

係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 770,000千円 

 

 

［企業会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

那珂久慈流域下水道 

工 事 請 負 契 約 

 那珂久慈流域下水道事業の管路施設整備等

に係る工事請負契約を締結する。 
令和3年度 137,000千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 

議   案 内    容 

（財政課，農業技術課，漁政課） 

 茨城県手数料徴収条例の一部を

改正する条例 

  

 肥料取締法等の一部改正に伴
い，所要の改正をしようとするも
のである。 

改正の内容 

 

引用する法律の題名等の変更 

   「肥料取締法」→「肥料の品質の確保等に関する法律」 

  「第４条第１項又は第２項」 

→「第４条第１項又は第３項」 等 

 

（施行日 令和２年 12 月１日） 

（税務課） 

 茨城県県税条例の一部を改正す

る条例 
 

 法人県民税法人税割の超過課税

に係る適用期間を延長するため，

所要の改正をしようとするもので

ある。 

 

              

改正の内容   

 

法人県民税法人税割の超過課税に係る適用期間の延長 

令和３年１月 31日まで 

→ 令和８年１月 31 日まで（５年間） 

（参考） 

・超過税率 1.8％（標準税率 1.0％（+0.8％）） 

・ただし，資本金等の額１億円以下かつ法人税額 1,000 万

円以下の法人等は 1.0％ 

 

（施行日 公布の日） 

（厚生総務課） 

 茨城県立医療大学授業料等徴収

条例の一部を改正する条例 

 

 認定看護師制度の改正にあわせ
て，認定看護師教育課程を変更す
ることに伴い，所要の改正をしよ
うとするものである。 
 

改正の内容 

 

 認定看護師教育課程に特定行為研修を組み込むことによる受講

料の改定 

 ・県民   733,330 円 → 1,133,330 円 

 ・県民以外 785,720 円 → 1,185,720 円 

 

 

 

 

（施行日 令和３年４月１日） 

（漁政課） 

 海区漁業調整委員会の委員の定

数を定める条例 

 

 漁業法の一部改正に伴い，海区
漁業調整委員会の委員の定数を定
めるため，本条例を制定しようと
するものである。 

 

条例の内容 

 

 漁業者及び漁業分野以外の者の意見を十分に反映させた漁業調

整を行うため，法定の委員数を増加した定数を規定 

１ 茨城海区漁業調整委員会 

 17 人（法定の委員数：15人） 

２ 霞ケ浦北浦海区漁業調整委員会 

  12 人（法定の委員数：10 人） 

（施行日 令和３年４月１日） 
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議   案 内    容 

（中小企業課） 

 茨城県新型コロナウイルス感染

症の発生の予防又はまん延の防止

と社会経済活動との両立を図るた

めの措置を定める条例 

  

 新型コロナウイルス感染症の発
生の予防又はまん延の防止と社会
経済活動との両立を図るため，本
条例を制定しようとするものであ
る。 

条例の内容 

 

新型コロナウイルス感染症の発生を予防し，又はまん延を防止

するとともに，社会経済活動の維持を図るための措置を規定 

 

１ 特定システム（※）への登録についての義務付け等 

(1) 不特定の者の用に供され，当該者が施設の一定の場所に 

  一定の時間とどまることとなる業種等に対して，システム 

  への登録及び宣誓書の掲示の義務付け 

   →義務違反の場合には，指導・助言，勧告，公表を実施 

(2) 事業所を利用する県民に対して，宣誓書に付された情報  

  （QR コード）の読込み及びメール送信の義務付け 

    

２ 新型コロナウイルス感染症に係る調査等への協力等 

(1) 県民に対して，感染症法に基づく質問・調査の協力の義 

  務付け 

(2) 県民及び事業者に対して，感染症法に基づく検体の提出 

  又は採取等の協力の義務付け 

 

３ 差別的取扱いの禁止等 

(1) 不当な差別的取扱いの禁止 

(2) 県，事業者，県民による差別解消のための措置の実施 

 

４ その他 

 

（※）事業者が取り組む感染防止対策を公表する宣誓書を発行 

  するとともに，感染者が発生した場合にその感染者と接触 

  した可能性がある者にメールで注意喚起の連絡をするシス 

  テム 

 

（施行日 公布の日） 

 

（警務部会計課） 

 県有財産の取得について 

 

 地域部通信指令課の備品とし

て，ＩＰＲ形警察移動無線通信シ

ステム用機器を取得しようとする

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

取得する財産の内容 

 

(1) 購入機器，数量 

   ・ＩＰＲ形移動用無線機（車載仕様） 335式 

  ・ＩＰＲ形移動用無線機（携帯仕様）  70式 

  ・ＩＰＲ形オートバイ用無線機     35式 

   ・ＩＰＲ形基地局制御装置        3台 

   ・ＩＰＲ形基地局用無線装置      3台 

(2) 取得予定価格 

   382,739,280円 

(3) 取得先 

    東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 

      三菱電機株式会社 

     執行役社長 杉山 武史 
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議   案 内    容 

 

（宅地整備販売課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  住宅用地として，つくばみらい

市陽光台二丁目１番６ほか２６筆

の土地を売却しようとするもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・つくばみらい市陽光台二丁目１番６ほか２６筆 

  ・土地 41,745.34㎡ 

(2)売却予定価格 

    2,360,120,000円 

(3)売却処分先 

水戸市笠原町600番地62 

    伊奈・谷和原地区住宅事業者向け土地分譲事業共同企業 

連合体 

代表 茨城セキスイハイム株式会社 

       代表取締役 寺内 勝 

 

 

（宅地整備販売課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  小・中学校用地として，つくば

市みどりの南106番１ほか６筆の土

地を売却しようとするものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・つくば市みどりの南 106 番１ほか６筆 

  ・土地 61,181.14 ㎡ 

(2)売却予定価格 

    1,872,142,000 円 

(3)売却処分先 

    つくば市研究学園一丁目１番地１ 

    つくば市長 五十嵐 立青 

 

 

（宅地整備販売課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  公共用地として，つくば市みど

りの南14番１の土地を売却しよう

とするものである。 

 

 

 

 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・つくば市みどりの南 14 番１ 

  ・土地 25,000.05 ㎡ 

(2)売却予定価格 

    855,951,711 円 

(3)売却処分先 

    つくば市研究学園一丁目１番地１ 

    つくば市長 五十嵐 立青 
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議   案 内    容 

 

（林業課，水産振興課） 

 県が行う建設事業に対する市の

負担額について 

 

 令和２年度において県が行う広

域漁港整備事業等に対する市の負

担について，地方財政法の規定に

基づき，その額を定めようとする

ものである。 

 

議案の内容                                                 

                                                      

 地方財政法第27条の規定に基づく市の負担額                 

                                       （単位：千円）   

 

 

 

 

事 業 名 負担額 備  考     

     林道事業 56,800 常陸太田市 

漁港事業 163,450 神栖市外３市 

計 220,250  

 

 

（農地整備課） 

 県が行う土地改良事業に対する

市町村の負担額について 

 

 令和２年度において県が行う土

地改良事業に対する市町村の負担

について，土地改良法等の規定に

基づき，その額を定めようとする

ものである。 

 

議案の内容                                          

                                                      

 地方財政法第27条及び土地改良法第91条の規定に基づく市町村

の負担額                

                                    （単位：千円）  

 

 

 

事 業 名 負担額 備  考   

  県 営 734,162 水戸市外36市町村 

計 734,162  

 

 

（監理課） 

 県が行う建設事業等に対する市

町村の負担額について 

 

 令和２年度において県が行う河

川事業等に対する市町村の負担に

ついて，地方財政法等の規定に基

づき，その額を定めようとするも

のである。 

 

 

議案の内容                                                 

                                                   

 地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市町

村の負担額                                           

                                  （単位：千円） 

 

 

 

 

 

事 業 名 負担額 備  考  

 

 

 

 

 

河川事業 82,200 日立市外12市 

港湾事業 235,800 日立市外２市村 

下水道事業 813,170 水戸市外29市町村 

計 1,131,170  
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議   案 内    容 

 

（道路建設課） 

 工事請負契約の変更について 

 

 合併支援道路(仮称)上曽トンネ

ル本体工事（石岡工区）につい

て，請負契約の変更をしようとす

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の内容 

 

(1)変更額等                （単位：円） 

 

 

 

既請負額 4,031,918,000  

 

 

今回変更額    37,499,000 

変更後総額 4,069,417,000 

(2)変更理由 

   公共工事設計労務単価の改定に伴う特例措置として，建設工

事請負契約書第56条に基づく協議により，増額変更をしようと

するもの 

 

（参考）工事の概要 

(1)工 事 名 合併支援道路（仮称）上曽トンネル本体工事 

（石岡工区） 

(2)工 事 箇 所 石岡市上曽地内 

(3)工 事 内 容 トンネル工事（Ｌ＝1,939.0ｍ） 

(4)工   期 令和２年３月～令和５年３月 

(5)契約の相手方 

    東京都港区港南二丁目 15 番２号 

    大林・株木・市村特定建設工事共同企業体 

    代表者 株式会社大林組 

         取締役社長 蓮輪 賢治 

         代理人 常務執行役員関東支店長           

                     多尾田 望 
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議   案 内    容 

 

（道路建設課） 

 工事請負契約の変更について 

 

 合併支援道路(仮称)上曽トンネル

本体工事（桜川工区）について，請

負契約の変更をしようとするもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の内容 

 

(1)変更額等                （単位：円） 

 

 

 

既請負額 2,967,294,000  

 

 

今回変更額    26,026,000 

変更後総額 2,993,320,000 

(2)変更理由 

   公共工事設計労務単価の改定に伴う特例措置として，建設

工事請負契約書第56条に基づく協議により，増額変更をしよ

うとするもの 

 

（参考）工事の概要 

(1)工 事 名 合併支援道路（仮称）上曽トンネル本体工事 

（桜川工区） 

(2)工 事 箇 所 桜川市真壁町山尾地内 

(3)工 事 内 容 トンネル工事（Ｌ＝1,599.0ｍ） 

(4)工   期 令和２年３月～令和４年９月 

(5)契約の相手方 

   東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 

    大成・岡部・白田特定建設工事共同企業体 

    代表者 大成建設株式会社 

         代表取締役社長 村田 誉之 

         代理人 東京支店常務執行役員支店長 

              須藤 史彦 

 

 

（政策調整課） 

 あっせんの申立てについて 

 

  東北地方太平洋沖地震に伴う原子

力発電所の事故に係る損害賠償金等

の支払について和解の仲介を求める

ため，原子力損害賠償紛争解決セン

ターへあっせんの申立てをしようと

するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

申立ての内容 

 

(1)あっせんの申立て先 

  東京都港区西新橋一丁目５番13号 

   原子力損害賠償紛争解決センター 

(2)あっせんの申立ての相手方 

  東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 

   東京電力ホールディングス株式会社 

    代表執行役社長 小早川 智明 

(3)あっせんの申立ての要旨 

   平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う

原子力発電所の事故に伴い，県が平成23年度から平成25年度

までの間に放射性物質の影響対策を実施したこと等により被

った損害に係る損害賠償金及び遅延損害金の支払について，

和解の仲介を求めるもの 
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議   案 内    容 

 

（経営管理課） 

 損害賠償の額の決定について 

 

医療行為に係る事故について，

損害賠償の額を定めようとするも

のである。 

 

損害賠償の概要 

 

(1)事故発生日時 平成27年８月３日（月）午後３時頃 

(2)事故発生場所  笠間市鯉淵6528番地中央病院内 

(3)事故概要 

手術時の医療行為により，後遺症を伴う脊髄損傷を生じさ

せる損害を与えた。（中央病院所属） 

(4)損害賠償額 11,005,562円 

（全額，病院賠償責任保険により補填） 

 

 

（企業局総務課，病院局，下水道課） 

 令和元年度茨城県公営企業会計に

係る利益の処分について 

 

  地方公営企業法第32条第２項の規

定に基づき，茨城県水道事業会計外

５会計の利益の処分をしようとする

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案の内容 

 

令和元年度公営企業会計に係る利益の処分 

 (1)茨城県水道事業会計 

   処分額  5,726,954,541円 

 (2)茨城県工業用水道事業会計 

     処分額  5,848,074,007円 

 (3)茨城県地域振興事業会計 

   処分額     78,905,503円 

 (4)茨城県病院事業会計 

   処分額     483,624,459円 

 (5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計 

   処分額    866,267,943円 

 (6)茨城県流域下水道事業会計 

     処分額    666,578,277円 

 

 

 

 

 

Ⅴ 認定事項 

事   項 内    容 

 

 令和元年度茨城県公営企業会計決

算の認定について 

 

地方公営企業法第30条第４項の規

定に基づき，茨城県水道事業会計外

５会計の決算を監査委員の意見を付

けて，認定に付そうとするものであ

る。 

 

 

令和元年度公営企業会計決算 

 (1)茨城県水道事業会計 

 (2)茨城県工業用水道事業会計 

 (3)茨城県地域振興事業会計 

 (4)茨城県病院事業会計 

 (5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計 

 (6)茨城県流域下水道事業会計 
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